
＜第３期中期計画に基づく取組の総括（平成31年４月～令和６年３月）＞
第３期中期目標期間においては、第３期中期計画を「日本年金機構の未来づくり計画」と位置付け、制

度を実務とする機関として、現場を中心とした組織体制の確立に向けた、組織改革、ビジネスプロセス改
革、業務改革等をベースに、適用・徴収・給付・記録管理・相談等といった基幹業務について、機構設立
後初めて国民年金保険料の最終納付率が80％に到達したことに示されるように、着実に実績を積み上げ
てきた。また、社会のデジタル化の加速度的な進展も踏まえながら、お客様の利便性及び事務の正確性・
効率性を向上させる観点から「オンラインビジネスモデルの推進」に取り組み、加えて、当機構が安定的
に業務運営を継続していくために、女性・男性とも働きやすい職場環境とするべく、「働き方改革」「女
性活躍」の取組等を推進し、一定の成果を挙げてきた。

＜第４期中期計画（案）の考え方（令和６年４月～令和11年３月）＞
次期第４期中期計画においては、年金制度を実務として正確かつ公正に運営し、年金受給者に正しく確

実に年金をお支払いすることにより、無年金・低年金を防止するという当機構のミッションを引き続き果
たしていくため、年金制度を取り巻く環境の変化に対し、デジタル化の一層の推進などにより適切に対応
し、引き続き「制度を実務に」という基本コンセプトの下、絶えざる組織改革・ビジネスプロセス改革等
を実行しつつ、第３期中期目標期間の取組を一層進展させ、国民から信頼される効率的で安定した業務運
営を行う社会経済インフラとして、お客様の現在、未来を支えていく組織を目指す。

第４期中期計画（案）のコンセプト
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日本年金機構の第４期中期計画（案）及び令和６年度計画（案）について

第７２回社会保障審議会年金事業管理部会
令 和 ６ 年 ２ 月 １ ４ 日

参考１－２



Ⅰ 提供する
サービスそ
の他の業務
の質の向上
に関する事
項

国民年金
の
適用促進
対策
保険料収
納対策

【納付率等の目標の達成】
○最終納付率は80％台に到達したが、更

なる納付率向上のためにどのような数
値目標を設定するか。また、職権適用
により増加が見込まれる外国人や納付
意識が希薄な岩盤層等に対する精緻な
分析及び制度への理解を深める他、ど
のような収納対策を実施していくか。

【効率的・効果的な対策】
○大都市圏の未納者の多い年金事務所に

ついて、好調拠点と低調拠点の比較・
分析を行い、低調拠点に対し、どのよ
うな収納対策を実施していくか。

【納めやすい環境の整備】
○キャッシュレス化の動向や被保険者の

需要を見据えながら、納めやすい環
境づくりの整備及び利用促進をどのよ
うに行っていくか。

国民年金保険料の現年度納付率80％台前半、最終納付率80％台後半を目指す
●J-LISから提供される住民基本台帳情報を基に、20歳到達者及び海外からの転

入者については、第１号被保険者として速やかに資格取得の手続を実施する。

●大都市圏の未納者数の多い年金事務所において好調拠点と低調拠点の傾向の比
較・分析に基づく対策を実施する等、地域の実情を踏まえた対策を実施し、納
付率の向上に取り組む。併せて、若年層への年金制度周知と早期の収納対策を
実施する。

●外国人については、今後増加が見込まれることから、市区町村、出入国在留管
理庁等と連携し、未納を防ぐための効果的な収納対策を実施する。

●未納者属性（年齢、所得、未納月数等）のデータ分析により地域特性等を考慮
した対策を講じるとともに、催告状等送付に係る事務処理の効率化に資する施
策を実施する。

●口座振替、クレジットカード、コンビニエンスストア、インターネットバンキ
ング及びスマホ決済アプリによる納付方法の周知及び利用促進を図るとともに、
今後のキャッシュレス化の動向を踏まえ、納めやすい環境の整備を進める。

厚生年金
保険等の
適用促進
対策
保険料徴
収対策

【適用調査対象事業所の適用の促進】
○国税源泉徴収義務者情報の活用により

把握した適用調査対象事業所数が大幅
に減少し、今後も絞られていくことが
見込まれる中で、対象事業所の適正な
管理と、把握から長期にわたって、適
用に結びつかない事業所への対応をど
のように行っていくか。

適用調査対象事業所（未適用事業所）の着実な減少
●国税源泉徴収義務者情報（国税庁から情報提供を受けた、従業員を雇い給与を

支払っている法人事業所の情報）の活用により把握した適用調査対象事業所に
対し、被保険者保護の観点等から文書、来所要請、訪問により適切な加入指導
等を実施し、未適用事業所の着実な減少を図る。

●従業員５人以上を雇用している蓋然性が高い事業所については、最優先で加入
指導に取り組むとともに、法人でより少数を雇用している事業所についても適
用を進める効率的な手法について検討を進める。

【事業所調査の徹底による届出の適正
化】

○令和6年10月の短時間労働者の適用拡
大への確実な対応をどのように行って
いくか。

事業所の規模等に応じた事業所調査の着実な実施
●令和６年10月の適用拡大の施行(51人以上)以後、新たに短時間労働者の適用

拡大の対象となった事業所への調査を実施する。
●事業所規模に応じ、郵送調査、呼出調査、臨場調査を組み合わせ、事業主に対

する適正な届出の指導を実施する。特に、被保険者１万人以上の大規模事業所
については、日本年金機構本部と年金事務所等が協働して調査を実施する。

主な施策内容
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第3期中期計画等の振返り（今後の課題）

凡例：●中期計画 ・６年度計画 [ ]参考１－５（新旧対照表）関連記載頁第４期中期計画（案）及び令和６年度計画（案）の概要

［中期P1］

［中期P9,10,年度P9,10］

［中期P11］

［中期P12］

［中期P14］

［中期P15］

［中期P16］

［中期P18,61,年度P18,61］

［中期P18］



Ⅰ 提供する
サービスそ
の他の業務
の質の向上
に関する事
項

厚生年金保
険等の
適用促進対
策
保険料徴収
対策

【収納率の目標】
○新型コロナウイルス感染症の影響に伴

い低下した厚生年金保険料等の収納率
について、令和元年度の実績までの着
実な回復と更なる向上を、どのように
図っていくか。また、数値目標をどの
ように設定していくか。

徴収実績の更なる向上
●滞納事業所に対する、財務状況等を丁寧に確認した上での納付指導や法定猶予

制度の適用による適正な納付計画の策定と履行管理により、毎年度の収納率に
ついて前年度と同等以上の水準を確保し、新型コロナウイルス感染症拡大前の
徴収実績の最高値（99.1％（R元年度））への回復と更なる向上を目指す。

●保険料徴収対策の現場において、公正かつ公平な対応ができる制度と実務に通
じた高い専門性を有する徴収職員を育成するとともに、職務と経験に合わせた
研修の充実、実施に取り組む。

年金給付

年金相談

【年金給付業務の執行体制の強化】
○老齢年金の相談件数・請求件数の増加

が今後も見込まれることを踏まえ、年
金事務所における安定的な相談体制の
確保、正確かつ迅速な審査体制をどの
ように整備していくか。

【正確な給付の実現】
○事務処理誤りの内容を分析し、審査検

証（事後チェック）の検証範囲の拡大
（検証項目、対象拠点など）及びシス
テムチェック機能の強化を踏まえた検
証内容の削減・縮小をどのように行っ
ていくか。

【年金相談窓口の整備】
○窓口相談のニーズに応じた効率的な窓

口体制の確立をどのように進めていく
か。

【年金給付業務のシステム化の推進】
○簡易な電子申請の対象届書の拡大を図

るとともに、窓口サービスの充実に向
けたICTの活用や内部処理のデジタル
化、通知書のデジタル化等のシステム
対応をどのようにしていくか。

正確な給付の確保のための安定的かつ効率的な窓口体制・審査体制の構築
●老齢年金の相談・請求件数の増加等を踏まえ、お客様の視点に立った分かりや

すい情報提供を行うとともに、年金給付業務の制度と実務の双方に精通した職
員の育成等による安定的かつ効率的な窓口体制・審査体制を構築し、年金決定
の正確性を確保する。

●請求書を受け付けてから年金証書が届くまでの所要日数の目標（サービススタ
ンダード）の達成に向け、正確かつ迅速な決定に努め、各サービススタンダー
ドの達成率90％以上を確保するとともに更なるお客様サービス向上のための
目標設定について検討する。

●年金給付の正確性の確保及び事務処理誤りの早期発見のため、年金の決定内容
の事後チェックの着実な実施、検証範囲の拡大の検討を行うとともに、業務処
理マニュアルの整備及び周知・徹底を図る。

●来所相談予約率90％以上、予約外のお客様に対する待ち時間30分未満を維持
するためのサービス向上に努める。コールセンター全体及びねんきんダイヤル
の応答率は70％以上を確保する。

年金給付業務のデジタル化
●簡易な電子申請の対象届書を拡大し、老齢年金請求書、年金受取機関変更届等

について実施予定。併せて、電子申請で提出された届書の画面審査・電子決裁
処理のシステム開発を行い、事務処理誤りの防止を推進する。
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第3期中期計画等の振返り（今後の課題）

［中期P23,24］

［中期P26］

［中期P28,36,45,46,69］

［中期P37,38］

［中期P46,年度P47,48］

［中期P31］

［中期P34,89,91,92,年度P34,35,89,92］

主な施策内容



Ⅰ 提供す
るサービ
スその他
の業務の
質の向上
に関する
事項

年金記録の
正確な管理
と年金記録
問題の再発
防止

【年金記録の確認等の対応】
○未統合記録の更なる解消に向け、年金

記録の確認の呼びかけ及びねんきん
ネットの持ち主不明記録検索機能の周
知を、どのように充実させていくか。

年金記録の確認等の対応
●ねんきん定期便、「ねんきんネット」やその持ち主不明記録検索機能等を活用

し、年金記録に「もれ」や「誤り」がないかの確認を呼びかけるとともに、年
金請求時等の記録確認について引き続き徹底する。
また、持ち主不明記録検索機能の周知方法の充実を図る。

分かりやす
い情報提供
及びサービ
ス改善の促
進

【分かりやすい情報提供】
○お客様への情報提供と、より分かりや

すく利用しやすいホームページの実現
に向けた取組をどのように推進してい
くか。

○各種通知書送付の機会を活用した情報
提供をどのように充実させていくか。

○目の不自由なお客様への情報提供をど
のように充実させていくか。

【お客様サービスの向上】
○公的年金制度の将来の担い手である若

年層に対し、年金制度を知らないこと
による不利益の発生を防ぐため、どの
ように年金セミナー等の質を高めてい
くか。

○市区町村、官公庁、教育関連団体、社
会保険労務士、年金受給者協会等の各
団体とどのように連携し、効果的な普
及・啓発活動の推進を行っていくか。

分かりやすい情報提供及び公的年金制度に対する理解の促進
●ねんきん定期便の電子化を推進するとともに、各種通知書等の工夫や機構ホー

ムページ等への適切な誘導を通じた効果的な情報提供、目の不自由なお客様へ
の情報提供の充実を図る。

・ねんきん定期便の「お客様へのお知らせ」欄を使用した電子版への切替周知、
各種通知書等への機構ホームページ（関連情報の掲載先）に簡易に遷移でき
る二次元コードの付与、点字等を活用した情報提供の拡大を図る。

●年金セミナー、年金制度説明会の実施について、実施対象の拡大や受講者に応
じた教材の整備により、更なる質の向上を図る。

・これまで実施した教育機関や企業等における年金セミナー等の実施結果を検証
し、実施内容の充実、説明動画の作成等に取り組むとともに、参加者の一層の
拡大を図る。併せて、市区町村、官公庁、教育関連団体、社会保険労務士会、
年金受給者協会等の各団体と連携し、効果的な普及・啓発活動を推進する。

4

主な施策内容第3期中期計画等の振返り（今後の課題）

［中期P40,41,年度P40,41］

［中期P55,56］

［年度P56］

［中期P57］

［年度P57,59］



5

Ⅰ 提供す
るサービ
スその他
の業務の
質の向上
に関する
事項

年金制度改
正等への対
応

【制度改正への対応】
○令和５年６月の「行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律（番号法）」の一部改
正による年金振込口座情報の公金受取
口座への登録などの事項について、ど
のように円滑かつ着実に実施していく
か。

○令和７年に予定されている次期年金制
度改正等について、実務の観点からの
意見を適切に反映させるため、どのよ
うに厚生労働省と緊密に意思疎通を
図っていくか。また、制度を適切に実
施するための事務処理・システム構築
についてどのように準備を進めていく
か。

年金制度改正等の事項に係る円滑かつ着実な対応
●次期年金制度改正に向けた厚生労働省社会保障審議会年金部会の議論（基礎年

金拠出期間の延長、被用者保険の適用拡大等）や全世代型社会保障構築会議報
告書における指摘（適用拡大等）について適切に対応する。

●番号法の改正項目（個人番号の利用範囲の拡大、個人番号カードと健康保険被
保険者証の一体化、戸籍等の記載事項への氏名の振り仮名の追加、公金受取口
座の登録の促進等）、「こども未来戦略」による国民年金第１号被保険者に係
る育児期間免除措置の創設、税制改正項目について、事務処理の整備・システ
ム構築等の取組を行う。

・個人番号の利用範囲の拡大（外国人の在留資格に係る許可に関する事務等につ
いて、情報提供ネットワークシステムを利用した情報照会を可能とする）等に
ついて対応する。

●技能実習制度や特定技能制度等の外国人に係る制度改正について円滑に対応が
できるよう事務処理の検討を行う。

主な施策内容第3期中期計画等の振返り（今後の課題）

［中期P61］

［中期P62,63,64］

［中期P64］

［年度P62］



Ⅱ 業務運
営の効率化
に関する事
項

効率的効果
的な業務運
営（ビジネ
スプロセス
改革）

○お客様のニーズや社会の変化に柔軟に
対応するため、どのようにお客様チャ
ネル（対面・電話・ネット）を連動さ
せ、最適化を図っていくべきか。また、
チャネルの総合的な管理体制の確立を
どのように行っていくか。

○より安定的、効率的な業務運営を実現
するため、本部、事務センター、年金
事務所の果たすべき役割の整理、業務
執行体制の構築及び人的資源の配分を
どのように進めていくか。

組織・ビジネスプロセス改革
●複雑な年金制度を実務として運用する組織として、より安定的・効率的な業務

運営を実現するため、社会経済環境の変化及びそれに対応するデジタル化の一
層の拡充による事務処理の正確性・効率性の向上等の効果を踏まえつつ、絶え
ざる組織・ビジネスプロセス改革を実行し、本部、年金センター、事務セン
ター、年金事務所の果たすべき役割、業務執行体制及び人的資源配分を不断に
見直す。

＜本部＞
・経営課題を把握・分析し、組織横断的な課題に対応するための、現場の視点に

立った組織体制を確保
・お客様のニーズや社会の変化を踏まえつつ、対面（年金事務所等）、電話

（コールセンター）、インターネットの各チャネルを効率的・効果的に連動さ
せるため、チャネル全体を総合的に企画・管理する体制を構築

・業務内容の変化・実態に対応した業務量調査に基づく、適正な人員配置

＜年金センター・事務センター＞
・年金給付業務について、年金事務所と年金センターによる安定的かつ効率的な

一貫した執行体制を確立
・事務センターのビジネスモデルの実現（厚生年金保険・健康保険、国民年金の

事務処理に特化等）に向け、年金事務所の業務の更なる集約等を実施するとと
もに、安定的な事務処理体制の維持のため、研修等を通じて人材育成を推進

＜年金事務所＞
・人口動態の変化等を踏まえ、年金事務所の機能・役割等について不断に見直す
・国民年金・厚生年金保険の適用・徴収業務に係る業務の効率化や管理職の負担

軽減等を図るため、決裁権限の見直し等の実施
・年金事務所の業務を安定的に運営するため、業務量や適用促進・徴収業務等の

対策系業務の規模に応じた適切な定員配分等の実施

外部委託の
活用と管理
の適正化

【外部委託の活用】
○届書の処理、データ入力、通知書作成

業務等について、引き続きどのように
外部委託を活用し、業務の効率化を推
進していくか。

【外部委託の適正な管理】
○調達・外部委託管理ルールに基づく調

達の実施、履行前・履行中検査等の履
行管理や履行中に問題が発生した際の
組織的な情報共有等を引き続きどのよ
うに徹底していくか。

年金個人情報を取り扱う外部委託の適正な管理
●業務の内容に応じて外部委託を活用し、業務の効率化を引き続き推進する。

・環境の変化やデジタル化の推進、技術革新の動向を踏まえ、委託業務ごとのリ
スク対応や管理を引き続き徹底する。

●委託業務の最終責任者として、外部委託管理を徹底する。
・外部委託業務における年金個人情報の一層の管理の徹底と業務品質の確保を図

るため、外部委託管理ルールを着実に実施し、調達企画段階から履行終了まで
の各業務プロセスにおけるリスクに応じて必要な対応を行う。

・外部委託業務において、改善を求めた不適事項や事務処理誤りの発生要因等を
検証し、規程・要領改正等の必要な見直しを行う。 6

主な施策内容第3期中期計画等の振返り（今後の課題）

［中期P65］

［中期P65,66,72,年度P65,66,72］

［中期P66,67,68,69,年度P66,67,68,69］

［中期P69,70,年度P69,70］

［中期P74］

［年度P74］

［中期P74］

［年度P74,75］

［年度P75］



Ⅱ 業務運
営の効率
化に関す
る事項

社会保険オ
ンラインシ
ステムの運
用・改善・
開発

【フェーズ１への対応】
○お客様の利便性向上、事務処理の効率

化に向けて、フェーズ１対応システム
の高度化をどのように進めていくか。

【フェーズ２への対応】
○国内最大級の開発規模が見込まれる本

格開発工程を着実に進めるための進捗
管理などをどのように行っていくか。

○フェーズ２本格稼働までの間、体制の
整備及び刷新システム開発部の職員の
レベルアップをどのように行っていく
か。

○現行システムから安全かつ確実な移行
ができるよう、現行システムの実情を
踏まえた連携をどうスムーズに進めて
いくか。

【年金給付システムへの対応】
○システムの今後の方向性をどのように

すべきか。

フェーズ１への対応
●経過管理・電子決裁システム、電子申請システム等については、引き続き、電

子申請割合の向上（64.6%（令和4年度））、資格取得届等の処理日数の短縮
（0.5日（令和5年4月））、主要７届書等の紙届書の減少（令和元年度比1600
万枚削減（令和4年度））、事務センター外部委託費の削減（令和元年度比51
億円削減（令和4年度））といった効果の一層の実現を念頭に置き、開発等適
切に対応する。

フェーズ２への対応
●政府最大級のメインフレームシステムである記録管理システムについて、オー

プン化し、サーバシステムに転換するとともに、データベースを拠点別・制度
別から個人別・事業所別に再構築するプロジェクトであるフェーズ２について、
国民の年金記録を安全かつ確実に移行させることを最優先として開発を進める。

・年金業務システムの中核部分を構築する大規模なシステム開発及び現行システ
ムからの移行に係る開発工程を確実に実施し、開発の進捗や品質等を適切に管
理しながら推進する。

・開発工程を着実に進めるため、体制の整備、職員のITスキル向上策（研修、
OJT等）を実施する。

年金給付システムへの対応
●年金給付システムの最適化に向け、サーバシステム更改時に合わせた年金給付

システムの各機能・システム構成の再編に段階的に取り組む。
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主な施策内容第3期中期計画等の振返り（今後の課題）

［中期P77,78,79］

［中期P79,80,年度P79］

［年度P79］

［年度P79］

［中期P81,82］



Ⅱ 業務運
営の効率
化に関す
る事項

IＣT化の
推進

【事業所向けオンラインサービスの拡
大】
○電子申請の促進
・電子申請の利用促進をどのように進め

ていくか。特に、「51人以上事業所」
等への個別アプローチにより、届書
ベースの電子申請割合が70％近くまで
到達した状況を踏まえ、事業所の大多
数を占める50人以下事業所へのアプ
ローチを今後どのように効率的に行っ
ていくか。

○オンライン事業所年金情報サービスの
促進等

・情報提供の迅速化や誤送付のリスク低
減等を図るため、オンライン事業所年
金情報サービスで利用可能な情報等の
拡大や当該サービスの利用促進をどの
ように進めていくべきか。

【個人向けオンラインサービスの拡大】
○「ねんきんネット」の利用拡大
・ねんきんネットに関して、マイナポー

タルとの認証連携をベースに、被保険
者から年金受給者まで個人のお客様の
簡単な年金手続をオンラインで完結で
きるプラットフォームとしてどのよう
に機能拡充を進めていくか。

サービスのオンライン化（利便性向上や手続の負担軽減のためのオンラインサー
ビス実現の取組）

●人口減少や高齢化の進行等の社会経済環境の変化及び老齢年金請求件数の増加
等の年金制度を取り巻く環境の変化への対応を念頭に、デジタル３原則等の政
府全体のデジタル社会の実現に向けての理念・原則を踏まえつつ、デジタル化
による更なる国民の手続負担の軽減、利便性の向上、正確・迅速かつ効率的な
事務処理及びこれらの効果を踏まえた適切な業務体制の構築を実現するため、
各種オンラインサービスの拡充を図るとともに、デジタル化がもたらすお客様
へのメリットをわかりやすく周知する等利用促進に取り組む。

＜事業所向けサービス＞
●電子申請の一層の利用拡大

・厚生年金資格取得届等の電子申請について、被保険者50人以下の事業所に
対する取組として機構が提供する届書作成プログラムの改善に取り組む等、
電子申請を利用しやすい環境を整備する。

●オンライン事業所年金情報サービスの機能拡充等
・e－Govの電子送達サービスを活用した厚生年金保険料額等の電子的情報提

供の仕組みである「オンライン事業所年金情報サービス」についてGビズＩ
Ｄ以外に電子証明書による本人確認でも利用可能とする機能拡充等を実施す
る。

＜個人向けサービス＞
●ねんきんネット、マイナポータルとの認証連携をベースとしたサービスの拡充

と利用促進
・納付書がなくてもねんきんネットから納付可能とするサービスや国民年金保

険料免除申請書等、扶養親族等申告書の簡易な電子申請サービス等について、
マイナポータルのお知らせや「ねんきんネット」のメール機能を活用するな
ど様々な機会を捉えて利用勧奨を実施し、国民年金保険料免除申請書等及び
扶養親族等申告書について、前年度以上の電子申請割合を目指すとともに、
事務処理誤りの防止を推進する。

8

主な施策内容第3期中期計画等の振返り（今後の課題）

［中期P84,年度P85］

［中期P86,年度P86,87］

［中期P87,88］

［年度P87,88,89,90］

［中期P83,84］



Ⅲ 業務運
営における
公正性及び
透明性の確
保その他業
務運営に関
する重要事
項

内部統制シ
ステムの有
効性確保

【内部統制システムの有効性確保】
○リスクの把握に対する感度、対応のス

ピード及び的確さの高度化を図るため、
どのような取組を行っていくか。

○リスク管理体制（三線防御体制）の実
効性・効率性をどのように高めていく
か。

【適切な調達方法の選択】
○競争性のある契約（総合評価落札方式

適用分を除く）の調達計画額の合計額
の10％以上を削減することについて、
数値目標をどのように設定していくか。

内部統制システムの有効性及び契約の競争性等の確保
●年金制度を運営する社会インフラとしての機能を維持する観点等から、「事務

リスク」、「システムリスク」、「情報セキュリティリスク」及び「災害その
他リスク」の各種リスクに適切に対応し、問題事案発生の未然・再発防止を図
る。
・リスクアセスメント等を活用したリスクの把握及び未然・再発防止を図る。

特に「事務リスク」について､本部現業部門で発生するリスクを早期に把握
するため、業務の進捗管理の仕組みによる経常的なモニタリングを行うとと
もに、進捗管理対象業務の拡大や遅延判断基準の精緻化を行い、モニタリン
グの高度化を図る。

●リスク管理の三線防御体制（※）の確立に向け、第三線の機能について、より
実効性・効率性を高めるための方策を検討する。
（※）機構においては、三線防御体制を以下のとおり位置付けている。

第三線：第二線に対するリスク管理体制の整備・運用状況の有効性に
関する監査を行う部署（監査部）

第二線：第一線のリスク管理のルールを定め、ルールの順守状況を
モニタリングし、リスクへの対応を行う部署（リスク統括部、
業務品質管理部、調達企画部、情報管理対策室、システム企
画部、コンプライアンス部等）

第一線：リスクオーナーとして、事業を行う部署（年金事務所、事務
センター、本部事業担当部署）

●調達委員会の審査を経た調達計画に基づき年間の調達計画額を定めるとともに、
総合評価落札方式を適用するものを除く競争性のある契約について、当該計画
額の20％以上を削減することを目指す。

個人情報の
保護

【技術面の対策】
○情報セキュリティを確保した上で、イ

ンターネット環境を活用することがで
きるICT基盤をどのように構築するか。

○攻撃手法の高度化や外部環境の変化、
情報技術の進展等の状況を踏まえ、新
たな脅威に対して、いかにスピード感
を持った対応を行っていくか。

情報セキュリティ対策の維持・強化
●新たな脅威に対する情報セキュリティ対策を継続的に強化するとともに、ICT

基盤を再構築することにより業務環境の改善を図る。
・継続的に外部専門家による情報セキュリティリスク分析評価、脆弱性診断を

実施する。ICT基盤を再構築するに当たっては、基幹業務におけるセキュリ
ティ要件を維持する。

・インターネットサービスである「ねんきんネット」及び機構ホームページに
おいて、セキュリティレベルをより高度化するために攻撃手法の動向を踏ま
えたセキュリティ対策の強化及び監視ルールの精緻化を行う。
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主な施策内容第3期中期計画等の振返り（今後の課題）

［中期P102］

［年度P102,104］

［中期P96,111,年度P111］

［中期P114,年度P114］

［中期P117］

［年度P117,118］

［年度P117］



Ⅲ 業務運
営における
公正性及び
透明性の確
保その他業
務運営に関
する重要事
項

文書管理及
び情報公開

【文書の適正管理】
○年金記録関係文書について、新たな文

書管理ルールの実施に向け、原本とす
る電子データや写しとする紙届書等の
保管及び廃棄に係る具体的な運用をど
のように進めるか。

文書の適正管理
●文書保管ルールの見直しの方針を踏まえ、年金記録関係文書について電子デー

タを正本とする文書保管を順次実施するとともに、該当文書の再整理と適切な
保存期間の設定、保存期間経過文書の廃棄や倉庫保管文書の保管方法の検討を
実施する。

人事及び人
材育成

【人事方針、人材登用】
○「第５次男女共同参画基本計画」（令

和２年12月閣議決定）における成果目
標（2025年度末までに女性管理職比
率18％）の達成及び更なる目標の設定
と達成に向けてどのように取り組んで
いくか。

○本部・拠点間の人事異動に積極的に取
り組むこととしているが、職員の経済
面の負担軽減策をどのように講じるか。

【働きやすい職場環境の確立】
○働き方改革の推進
・時間外勤務の縮減を更に進めるために

どのような対策を講じていくか。とり
わけ、一般職に比べて時間外勤務が多
い管理職の時間外勤務をどのように縮
減させるか。

・多様な働き方（フレックスタイム制や
週休３日制等）の検討をどのように進
めていくか。

女性活躍の促進及び働き方改革
●今後の機構事業の安定的運営のためには、女性の一層の定着と活躍が不可欠で

あること等を踏まえ、以下の施策を実施する。
・女性管理職比率を更に向上させ、政府目標を踏まえ、令和７年度末に18％達

成を目指すとともに、女性職員の本部、拠点の主要ポストへの配置を拡大する。

・「義務的な全国異動」から「人材育成上有効であり、組織運営上必要な全国異
動」に転換する。また、この転換にあわせて組織運営上必要な全国異動をする
職員への経済的な負担軽減を図る。

・職員が仕事と生活の両立ができる職場環境を確立する観点から、所定労働時間、
育児短時間勤務、子の看護休暇の要件を見直す。

・男性の育児休業取得率について、「こども未来戦略」を踏まえ、前年度を上回
るよう取得促進に取り組む。

●時間外勤務について、年度ごとに数値目標を設定して縮減に取り組む。

・令和６年度は月の時間外勤務について管理職は19時間以内、一般職は11時間
以内を目指す。

●年次有給休暇の取得促進により、平均取得日数14日以上/年を持続的に達成さ
せる。

●多様な働き方（フレックスタイム制等）について、機構における導入の可否を
検討する。

人材の確保・育成等
●社会経済環境の変化やこれに対応するデジタル化の推進も踏まえた、システム

等の専門性が求められる分野の人材確保・育成及び人事配置を推進する。
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主な施策内容第3期中期計画等の振返り（今後の課題）

［中期P121］

［中期P129］

［年度P129,130］

［年度P124,125］

［年度P127,128］

［年度P130］

［中期P128,129］

［年度P129］

［中期P129］

［中期P128］

［中期P124,125,131,133］



11

【参考】第４期中期計画策定に当たって－日本年金機構を取り巻く環境と対応－

（１）日本の人口の推移
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【出典】2020年までの人口は総務省「国勢調査」、2025年以降の人口は国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

（２）公的年金被保険者数の推移
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【出典】令和３年度までの被保険者数は厚生労働省「厚生年金保険・国民年金事業年報」、
令和４年度の被保険者数は厚生労働省「厚生年金保険・国民年金事業の概況」

H25年度
加入者総数
6,718万人

R4年度
加入者総数
6,744万人

＜凡例＞ 国民年金第１号被保険者
（任意加入被保険者を含む）

厚生年金保険被保険者
（国民年金第２号被保険者等）

国民年金第３号被保険者

○総人口及び生産年齢人口は減少局面を迎
えている一方で、高齢就業者数の増加や
被用者保険の適用拡大、機構における厚
生年金保険等の適用促進対策の取組等を
背景として、厚生年金保険被保険者数は
増加傾向を維持しており、これを基礎と
して、適用・徴収業務の対象となる公的
年金の加入者総数は直近10年間、ほぼ横
ばいで推移している。

○今後も更なる適用拡大や外国人に係る制
度改正等の影響を見据えながら、業務執
行体制を確保していくことが求められる。

6,712万人 6,731万人6,714万人 6,733万人 6,746万人 6,762万人 6,756万人 6,729万人

○日本の総人口は近年減少局面を迎え、
2070年には9,000万人を割り込むと推
計されている。

○年金受給者の多数を占める65歳以上の人
口は、2040～2045年頃にピークを迎え、
その後は減少に転じるも、依然として高
い水準を維持し、高齢化率（65歳以上人
口割合）は上昇し続けることが見込まれ
ている。

○また、15～64歳人口（生産年齢人口）は、
2070年には2020年の約６割まで減少し、
わが国社会全体で労働力不足が深刻化す
ることが予想され、機構（委託事業者等
も含む）における公的年金業務の運営に
必要な人員体制をどのように確保するか
が課題となる。
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132万件
154万件 167万件

155万件

184万件

210万件

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

（件）

（４）老齢年金請求書送付見込件数（推計）

R5年度

第二次ベビーブーム世代の
65歳到達

（対R5年度+78万件）

ピーク時
：請求書送付見込件数 ：R5年度の送付件数ライン

＜凡例＞

【出典】機構において、令和４年９月時点の被保険者データ及び
過去の送付実績に基づく一定の仮定により推計

＜男性＞
特老厚引上げ完了

＜女性＞
特老厚引上げ完了

＜第４期中期目標期間＞

○年金給付・年金相談の業務量に特に大き
な影響を与えるのは、老齢年金請求件数
であり、受給開始年齢到達者に事前送付
する老齢年金請求書の送付件数は、特別
支給の老齢厚生年金の受給開始年齢の引
上げ完了（男性：令和８年度／女性：令
和13年度）後、第二次ベビーブーム世代
（昭和46年～昭和49年生まれ）が老齢
年金受給開始年齢（65歳）に到達するま
での間逓増し、ピークとなる令和20年度
の老齢年金請求件数は令和５年度比で約
1.6倍まで増加することを見込んでいる。

（３）在留外国人総数

2,066 千人 2,122 千人 2,232 千人
2,383 千人

2,562 千人
2,731 千人

2,933 千人 2,887 千人 2,761 千人
3,075 千人

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H25年末 H26年末 H27年末 H28年末 H29年末 H30年末 R1年末 R2年末 R3年末 R4年末

【出典】出入国在留管理庁（法務省）「在留外国人統計」

(千人) ○日本に在留する外国人の数は、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大の影響によ
り令和２年以降減少するも、再び増加傾
向に転じており、過去最多を記録した令
和４年末には、10年前の平成25年末比
で約1.5倍に当たる307.5万人に達し、
今後も増加が見込まれている。

対H25年末
+1,009千人

R4年末

R3年末

［令和３年末／令和４年末 在留資格別］
永住者 技能実習

技術・人文知識
・国際業務 留学 特別永住者 その他の在留資格

831千人
(30.1%)

864千人
(28.1%)

325千人
(10.6%)

312千人
(10.1%)

300千人
(9.8%)

289千人
(9.4%)

985千人
(32.0%)

276千人
(10.0%)

275千人
(10.0%)

208千人
(7.5%)

296千人
(10.7%)

874千人
(31.7%)

＋49千人 ＋92千人＋37千人+33千人 －7千人 ＋111千人

3,075千人

2,761千人

○機構ではこうした状況も踏まえつつ、厚
生労働省等と連携した、外国人に対する
公的年金制度に係る制度周知や収納対策
等の取組を行っていくことが、基幹業務
の推進に不可欠となっていくことが考え
られる。

（参考）外国人人口
○令和２年（2020年）（注１）

総人口１億2,615万人のうち275万人
（総人口に占める割合…約2.2％）

○令和52年（2070年）（注２）
総人口8,700万人のうち939万人（推計）
（総人口に占める割合…約10.8％）

（注１）総務省「国勢調査」（令和２年）
（注２）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５

年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）



（５）デジタル化の現状と今後の方向性

機構内部の事務処理の効率化・正確性確保
（デジタルワークフローの確立）

.

■経過管理・電子決裁システム、電子申請の拡大効果
を高めるため、電子データの活用を主とした事務処
理体制への移行を推進

○届書の画像化・データ化により
・紙の届書を移動させない事務処理の実現
・既存データとの突合せによるシステムチェックを活用し

た審査工程の短縮

➣ 届書受付件数の98％までデジタルワークフロー化

➣ システムチェック等の効果を踏まえた事務センターの
事務処理体制の見直し等により、年金事務所等へ職員
をシフト（平成29年度～令和４年度で累計790名）し、
基幹業務を推進

➣ 繁忙期における資格取得届等の平均処理日数の大幅な
短縮（令和５年４月の資格取得届は0.5日で平成31年４
月比で▲2.8日）等、お客様の利便性向上が図られると
ともに、紙届書の減少等による委託費の削減（令和４
年度は令和元年度比で▲約51億円）を実現

今後の予定

被
保
険
者

.

事
業
所
向
け

■事務手続きの負担軽減や利便性向上等を図るためのオンライン環境の整備を推進

※ 取得、喪失、算定、月額変更、賞与、被扶養者異動、国年第３号届書
の合計（被保険者数ベース）

○更なる電子申請の利用促進を実施し、電子申請割合の向上を図る

【電子送付サービスの利用状況】※下記①～③は重複あり（重複除くと3.5万事業所）

① 社会保険料額情報：30,679社（約30,000社）
② 保険料増減内訳書：31,883社 （52,143社）
③ 算定･賞与TACD ：29,472社 （83,931社）

※（ ）内はサービス開始前（R4.12時点）の送付希望数又は問合せ数

⇒ 当該サービスの開始に伴い、増減内訳書(紙) の事業所への送付は原則廃止。

（令和5年4月から）

.
個
人
向
け

■加入、納付・免除、申請、通知、照会の各種手続きに関して、マイナンバーカード、
マイナポータル、「ねんきんネット」の認証連携をベースとしたオンラインサービス
を構築・展開

○個人向けオンラインサービスの構築
・国民年金保険料のキャッシュレス納付/免除・納付猶予・学生納付特例の簡便な電子申請/国民

年金保険料控除証明書、源泉徴収票等の個人向け通知書の電子送付等を実現

○国民年金保険料の口座振替申請（R6.3予定）

○老齢年金請求書の電子申請（R6.6予定）

■年金給付業務のデジタル化の推進

○老齢年金請求書の提出件数の増加見込みを踏まえ、電子申
請（R6.6予定）された請求書の画面審査・電子決裁環境を
構築（R7.1予定）

○オンライン事業所年金情報サービスの構築
・事業主からのニーズが高い通知書、情報について電子送付する環境を構築

○オンライン事業所年金情報サービスについて、事業所の大多数を占める50人以下事業所の利用を促
進するため、更なる利便性の向上及び効率的なアプローチ方法の検討を実施

■文書管理方法の見直し

○経過管理・電子決裁システムで画像化された届書を正本と
した管理手法を確立し、元の紙届書等の廃棄に向け、シス
テム面・ルール面・運用面を整理

○電子申請の利用促進
・電子申請利用率(※)は、年々増加し、R5.9末時点で69.5％

・令和５年度末には、目標としている70％に到達する見込み

○ねんきんネットの利用促進

・ねんきんネットユーザーは1,000万人に到達

お客様の利便性向上
（サービスのオンライン化）
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今後の予定 ■環境整備が整いつつある中、今後も電子申請等の更なる利用を促進

今後の予定 ■構築してきたサービスの更なる利用拡大

○ 機構の人員体制については、機構発足時に策定された「日本年金機構の当面の業務運営に関する基本計画」により必要人員数が定めら
れ、かつ、業務・システム刷新後にはその削減が定められている。

○ 限られた経営資源の中で、環境の変化に対応しながら公的年金業務を適切に運営していくためには、デジタル化の一層の拡充による業
務の正確性・効率性の向上と、その効果を踏まえた業務執行体制及び人的資源配分の見直し等による適切な業務体制の構築を着実に進め
ていく必要がある。

（６）人員・組織体制の考え方


